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1 H29.4.19 H29.5.1 境界確認書及び土地境界図 2 1 1 1

「境界確認書」
（７条２号）
立会者氏名は、特定の個人を識別することができる情報であるため
（７条４号）
立会者印影及び所有者（甲地）印影は、公にすることにより、偽造等で財産が脅
かされるおそれがあるため

「土地境界図」
（７条２号）
作成者氏名及び作成者資格登録番号は、特定の個人を識別することができる情報
であるため
（７条４号）
所有者印影及び作成者印影は、公にすることにより、偽造等で財産が脅かされる
おそれがあるため

水道局経理
部管理課

2 H29.4.20 H29.5.1
（1）平成24年度生活用水等実態調査報告書

（2）平成28年度生活用水実態調査報告書
365 1 1

（７条２号）
委託業者の担当者の氏名は、特定の個人を識別することができる情報であるため

水道局総務
部施設計画
課

3 H29.4.19 H29.5.1
京王線新宿駅改良工事に伴う玉川上水路一部改修工
事に関する完成図

8 1

水道局東村
山浄水管理
事務所技術
課

4 H29.4.21 H29.5.1
青梅市河辺町六丁目2番地先から同市河辺町六丁目27
番地先間配水小管布設替及び新設工事に関する資源
調書

24 1
水道局立川
給水管理事
務所工務課

5 H29.4.20 H29.5.1
青梅市千ケ瀬町四～千ヶ瀬第一浄水所間送水管
(600mm)新設及び千ケ瀬第二浄水所整備に伴う既存施
設撤去工事に関する工事設計書一式

426 1

水道局多摩
水道改革推
進本部施設
部工務課

6 H29.4.18 H29.5.1
日野市多摩平四丁目9番地先から同市多摩平二丁目9
番地先間配水小管布設替工事に関する工事設計書一
式

172 1
水道局多摩
給水管理事
務所工務課

7 H29.4.18 H29.5.1
日野市大字日野1077番地先から同市大字日野7773番
地先間配水小管新設工事に関する工事設計書一式

148 1
水道局多摩
給水管理事
務所工務課

8 H29.4.18 H29.5.1
日野市大字日野1077番地先から同市大字日野7773番
地先間配水小管新設工事の最低制限価格算定書

1 1
水道局多摩
給水管理事
務所営業課

9 H29.4.18 H29.5.1
日野市日野本町三丁目13番地先から同市日野本町二
丁目8番地先間配水小管布設替及び新設工事に関する
工事設計書一式

357 1
水道局多摩
給水管理事
務所工務課

決定区分 （根拠規定）条例７条
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10 H29.4.18 H29.5.1
日野市日野本町六丁目2番地先から同市日野本町七丁
目10番地先間配水小管布設替及び新設工事に関する
工事設計書一式

343 1
水道局多摩
給水管理事
務所工務課

11 H29.4.18 H29.5.1
日野市平山四丁目21番地先から同市南平六丁目25番
地先間配水小管布設替及び新設工事に関する工事設
計書一式

406 1
水道局多摩
給水管理事
務所工務課

12 H29.4.20 H29.5.1
小河内浄水所改造工事（設計変更第9回）に関する工
事設計書一式

119 1

水道局多摩
水道改革推
進本部施設
部工務課

13 H29.4.20 H29.5.1
江北給水所（仮称）ポンプ棟築造工事に関する工事
設計書一式及び仮設運搬費数量根拠

276 1 1 1

（７条２号）
仮設運搬費数量根拠内の個人名、電話番号及びメールアドレスは、特定の個人を
識別することができる情報であるため
（７条３号）
積算基礎資料名は、開示した場合に、資料出版元法人の事業運営の根幹である刊
行物の販売収入の減少を招きひいては当該法人の調査研究活動に悪影響を及ぼす
など、当該法人の競争上及び事業運営上の地位が損なわれるため

水道局東部
建設事務所
工事第二課

14 H29.4.20 H29.5.1
江北給水所(仮称)配水池及びポンプ棟築造工事に関
する工事設計書一式及び交通誘導員計算根拠

76 1
水道局東部
建設事務所
工事第二課

15 H29.4.20 H29.5.1
平成29年度金町浄水場生物活性炭吸着池粒状活性炭
引抜き及び再生工事に関する工事設計書一式

112 1
水道局金町
浄水管理事
務所技術課

16 H29.4.20 H29.5.1
平成29年度朝霞浄水場生物活性炭吸着池粒状活性炭
引抜き工事に関する工事設計書一式

48 1
水道局朝霞
浄水管理事
務所庶務課

17 H29.4.20 H29.5.1
平成29年度三園浄水場生物活性炭吸着池粒状活性炭
引抜き工事及び再生工事に関する工事設計書一式

50 1
水道局朝霞
浄水管理事
務所庶務課

18 H29.4.20 H29.5.1

平成29年度東村山浄水場生物活性炭吸着池粒状活性
炭引抜き及び再生工事に関する工事総括数量表、総
括書、工種別総括書、内訳書、管弁類材料工種別総
括書及び管弁類材料内訳書

13 1 1

（７条６号）
金額、単価及び備考の一部は、現在再公表中の案件であり、開示した場合、相当
の精度をもって最低制限価格を類推することが可能となり、適切な積算を行わず
に入札を行った入札参加者が受注する事態が生じるなど、今後の契約事務におい
て、適正な履行が確保されなくなるおそれがあるため

水道局東村
山浄水管理
事務所技術
課

19 H29.4.20 H29.5.1

平成29年度東村山浄水場生物活性炭吸着池粒状活性
炭引抜き及び再生工事に関する内訳明細書、代価
表、共通仮設費・イメージアップ経費算出表及び諸
経費算出表

0 1 1

（７条６号）
金額、単価及び備考の一部は、現在再公表中の案件であり、開示した場合、相当
の精度をもって最低制限価格を類推することが可能となり、適切な積算を行わず
に入札を行った入札参加者が受注する事態が生じるなど、今後の契約事務におい
て、適正な履行が確保されなくなるおそれがあるため

水道局東村
山浄水管理
事務所技術
課
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20 H29.4.21 H29.5.1
上北沢給水所(仮称)土留及び土工事の管理費区分
チェックリスト及び仮設材賃料相当加算額の算定資
料

13 1 1

（７条３号）
管理費区分チェックリスト内の企業名称は、当該部分に記載された企業名称と内
訳明細書とを照らし合わせることで、当該企業の価格設定情報を知られることと
なり、当該企業の競争上及び事業運営上の地位が損なわれると認められるととも
に、当局への信頼が損なわれ、今後の設計者の単価設定業務に支障となることも
想定されるため

水道局西部
建設事務所
工事第一課

21 H29.4.21 H29.5.1

小平市天神町三丁目地内から同市花小金井南町三丁
目地先間導水管（2600㎜）及び外1か所送水管（2000
㎜）用立坑築造工事に関する管理費区分チェックリ
スト及び仮設材賃料相当加算額の算定資料

18 1 1

（７条３号）
管理費区分チェックリストの形状名は、当該部分に記載された処分受入先名称と
内訳明細書とを照らし合わせることで受入先の価格設定情報を知られることとな
り、当該企業の競争上及び事業運営上の地位が損なわれると認められるととも
に、当局への信頼が損なわれ、今後の設計者の単価設定業務に支障となることも
想定されるため

水道局西部
建設事務所
工事第二課

22 H29.4.21 H29.5.1
美住ポンプ所（仮称）築造及び送水管（2000㎜）連
絡工事に関する管理費区分チェックリスト及び別途
工事から引継ぐ仮設材の賃料相当額

5 1 1

（７条３号）
管理費区分チェックリストに記載の建設副産物搬出先会は、公表すると他の者に
搬出先企業の経営上の情報が知られることになり、当該企業の競争上及び事業運
営上の地位が損なわれるため

水道局多摩
水道改革推
進本部施設
部工務課

23 H29.4.20 H29.5.1
稲城市百村1606番地先から同市百村1605番地先間配
水小管布設替工事に関する運搬費の中の仮設材運搬
の数量計算根拠及び計算式が分かるもの

0 1

当該公文書については、当局で採用している積算システム上、計算結果のみを保
存し計算過程を保存していないため、設計書データとして残らない。よって、実
施機関では、文書として作成及び取得しておらず、当該公文書は存在しない。以
上から、対象公文書不存在による非開示とする。

水道局多摩
給水管理事
務所工務課

24 H29.4.20 H29.5.1
青梅市大柳町1509番地先から同市大柳町1502番地先
間配水小管布設替工事に関する運搬費の仮設材運搬
の数量の計算根拠及び計算式が分かるもの

0 1

当該公文書については、当局で採用している積算システム上、計算結果のみを存
在し計算過程を存在していないため、設計書データとして残らない。よって、実
施機関では、文書として作成及び取得しておらず、当該公文書は存在しない。以
上から、対象公文書不存在による非開示とする。

水道局立川
給水管理事
務所工務課

25 H29.4.21 H29.5.1
世田谷区喜多見六丁目9番地先外2か所送水管及び配
水本管（1100mm～1000mm）栓設置工事に関する工事
設計書一式、施行代価表及び資源調書

200 1
水道局給水
部配水課

26 H29.4.21 H29.5.2
国立市矢川三丁目地先から同市富士見台四丁目地先
間配水本管（400ｍｍ）新設工事に関する工事設計書
一式、施行代価表及び資源調書

1358 1

水道局多摩
水道改革推
進本部施設
部工務課

27 H29.4.21 H29.5.2
町田市小川二丁目34番地先から同市金森東四丁目34
番地先間配水小管布設替及び新設工事に関する工事
設計書一式、施行代価表及び資源調書

1697 1
水道局多摩
給水管理事
務所工務課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

28 H29.4.21 H29.5.2
東久留米市中央町二丁目11番地先から同市中央町一
丁目6番地先間外1か所配水小管布設替及び新設工事
に関する工事設計書一式、施行代価表及び資源調書

1028 1
水道局立川
給水管理事
務所工務課

29 H29.4.24 H29.5.2 境界確認書 2 1 1
（７条４号）
所有者（甲地）印影、所有者印影及び作成者印影は、公にすることにより、偽造
等で財産が脅かされるおそれがあるため

水道局経理
部管理課

30 H29.4.21 H29.5.2
美住ポンプ所（仮称）築造及び送水管（2000㎜）連
絡工事に関する工事設計書一式

395 1

水道局多摩
水道改革推
進本部施設
部工務課

31 H29.4.21 H29.5.2
三郷浄水場第二排水処理所及びケーブルダクト等築
造工事に関する工事設計書一式

1163 1 1

（７条６号）
内訳書の積算基礎資料名は、開示した場合、資料の提供が受けられなくなるな
ど、当該資料の利用が困難になり、今後の積算業務に支障を及ぼすおそれがある
ため

水道局東部
建設事務所
工事第二課

32 H29.4.21 H29.5.2
江北給水所(仮称)ポンプ棟築造工事に関する工事設
計書一式

274 1
水道局東部
建設事務所
工事第二課

33 H29.4.21 H29.5.2
葛飾区南水元二丁目地内から足立区中川五丁目地先
間配水本管（2200㎜）用立坑築造及びトンネル築造
工事に関する図面及び参考図

56 1
水道局東部
建設事務所
工事第一課

34 H29.4.21 H29.5.2
東村山浄水場内原水連絡管（2000mm）新設工事に関
する図面及び参考図

75 1
水道局西部
建設事務所
工事第一課

35 H29.4.20 H29.5.2 対応記録票及び議員対応等報告書 10 1 1 1

（７条２号）
個人の氏名は、特定の個人を識別できる情報であるため
（７条６号）
給水所の管理に係る記載は、公にすることで、施設のセキュリティ上問題が生じ
るおそれがあるため

水道局総務
部総務課

36 H29.4.25 H29.5.8
練馬区早宮二丁目17番地先から同区平和台四丁目26
番地先間配水本管（1000mm）防護工事に関する工事
設計書一式

26 1
水道局北部
支所配水課

37 H29.4.24 H29.5.8
中野区鷺宮四丁目23番地先から同区鷺宮三丁目17番
地先間配水小管布設替工事に関する資源調書

40 1
水道局西部
支所配水課

38 H29.4.25 H29.5.8
東大和市南街六丁目1番地先から同市南街五丁目41番
地先間配水小管布設替及び新設工事に関する資源調
書

30 1
水道局立川
給水管理事
務所工務課

39 H29.4.26 H29.5.8
元本郷集中管理室外8か所監視制御設備等改良工事に
関する工事設計書一式

85 1
水道局多摩
給水管理事
務所工務課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

40 H29.4.26 H29.5.8
元本郷集中管理室外14か所計装設備等補修工事に関
する工事設計書一式

83 1
水道局多摩
給水管理事
務所工務課

41 H29.4.26 H29.5.8
大船配水所外3か所監視制御設備改造工事に関する工
事設計書一式

60 1
水道局多摩
給水管理事
務所工務課

42 H29.4.26 H29.5.8
鑓水小山給水所外1か所緊急遮断弁電動化等改良工事
に関する工事設計書一式

101 1
水道局多摩
給水管理事
務所工務課

43 H29.4.26 H29.5.8
上北沢給水所（仮称）から杉並区浜田山三丁目地先
間送水管（1350㎜）トンネル内配管及び制水弁室築
造工事（第10回設計変更）に係る工事設計書一式

126 1
水道局西部
建設事務所
工事第一課

44 H29.4.25 H29.5.9

朝霞浄水場から朝霞市膝折地内間送水管（2600㎜）
用トンネル築造工事に関する仮設材賃料相当額内訳
書、工程表、工程算出表、数量計算書、高圧電力基
本料金の算出根拠資料及びシールド機器の機械器具
損料の金額根拠資料

298 1 1 1

（７条３号）
シールド機器に係る積算根拠資料の見積資料内の各社の見積金額は、その金額を
提示した企業の経営上、営業戦略上の重要な情報であり、これを開示した場合、
他の者に経営上の情報を知られることになり、当該企業の競争上及び事業運営上
の地位が損なわれると認められるため
（７条６号）
シールド機器に係る積算根拠資料の見積資料内の見積価格の評価内容は、見積精
査の経過やその算定式を開示した場合、今後当局が行う同種の見積において、見
積会社の思惑等により見積金額の高止まりを招く等、適切な単価設定に支障を生
じると認められるため

水道局西部
建設事務所
工事第二課

45 H29.4.25 H29.5.9

練馬区石神井台一丁目地内から上井草給水所間送水
管（2600㎜）用立坑築造及びトンネル築造工事の仮
設材賃料相当額内訳書、仮設材賃料相当額内訳書、
工程表・工程算出表、数量計算書、高圧電力基本料
金の算出根拠資料及びシールド機器の機械器具損料
の金額根拠資料

313 1 1 1

（７条３号）
シールド機器の機械器具損料の金額根拠資料内の各社の見積金額は、その金額を
提示した企業の経営上、営業戦略上の重要な情報であり、これを開示した場合、
他の者に経営上の情報を知られることになり、当該企業の競争上及び事業運営上
の地位が損なわれると認められるため
（７条６号）
シールド機器の機械器具損料の金額根拠資料内の見積価格の評価内容は、見積精
査の経過やその算定式を開示した場合、今後当局が行う同種の見積りにおいて見
積会社の思惑等により見積金額の高止まりを招く等、適切な単価設定に支障を生
じると認められるため
（７条３号）
設計積算の根拠図書名は、引用元書籍情報を公表すると、資料出版元の事業運営
の根幹である刊行物の販売収入の減少を招き、ひいては当該出版元の調査研究活
動に悪影響を及ぼすなど、当該出版元の競争上及び事業運営上の地位が損なわれ
ると認められるため

水道局西部
建設事務所
工事第一課
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46 H29.4.25 H29.5.9

練馬区大泉学園町四丁目地内から同区石神井台一丁
目地内間送水管（2600㎜）用トンネル築造工事の仮
設材賃料相当額内訳書、工程表・工程算出表、数量
計算書、高圧電力基本料金の算出根拠資料及びシー
ルド機器の機械器具損料の金額根拠資料

67 1 1 1

（７条３号）
シールド機器の機械器具損料の金額根拠資料内の各社の見積金額は、その金額を
提示した企業の経営上、営業戦略上の重要な情報であり、これを開示した場合、
他の者に経営上の情報を知られることになり、当該企業の競争上及び事業運営上
の地位が損なわれると認められるため
（７条６号）
シールド機器の機械器具損料の金額根拠資料内の見積価格の評価内容は、見積精
査の経過やその算定式を開示した場合、今後当局が行う同種の見積において、見
積会社の思惑等により見積金額の高止まりを招く等、適切な単価設定に支障を生
じると認められるため
（７条３号）
設計積算の根拠図書名は、引用元書籍情報を公表すると、資料出版元の事業運営
の根幹である刊行物の販売収入の減少を招き、ひいては当該出版元の調査研究活
動に悪影響を及ぼすなど、当該出版元の競争上及び事業運営上の地位が損なわれ
ると認められるため

水道局西部
建設事務所
工事第一課

47 H29.4.25 H29.5.9

葛飾区南水元二丁目地内から足立区中川五丁目地先
間配水本管（2200mm）用立坑築造及びトンネル築造
工事に関する工程表、工程算出表、数量計算書、高
圧電力基本料金の算出根拠資料及びシールド機器の
機械器具損料の金額根拠資料

133 1 1 1

「泥土圧式シールド工」数量計算書内の適用基準情報
（７条３号）
引用元書籍情報とその掲載内容を共に公表すると、資料出版元の事業運営の根幹
である刊行物の販売収入の減少を招き、ひいては当該出版元の調査研究活動に悪
影響を及ぼすなど、当該出版元の競争上及び事業運営上の地位が損なわれると認
められるため
（７条６号）
開示した場合に、当該資料の利用が困難になり、今後の積算事務に支障を及ぼす
おそれがあるため

２「シールドマシン機器」の見積金額
（７条６号）
見積精査の経過やその算定式を開示した場合、今後当局が行う同種の見積におい
て、見積会社の高止まりを招く等、適切な単価設定に支障を生じるおそれがある
ため

３「機械器具損料及び電力料算定表」の適用
（７条６号）
開示した場合に単価の提供が受けられなくなるなど、当該資料の利用が困難にな
り、今後の積算事務に支障を及ぼすおそれがあるため

水道局東部
建設事務所
工事第一課

48 H29.4.25 H29.5.9

朝霞市膝折地から練馬区大泉学園町四丁目地内間送
水管（2600㎜）用トンネル築造工事の仮設材賃料相
当額内訳書、工程表、工程算出表、数量計算書、高
圧電力基本料金の算出根拠資料及びシールド機器の
機械器具損料の金額根拠資料

223 1 1 1

（７条３号）
シールド機器に係る積算根拠資料の見積資料内の各社の見積金額は、その金額を
提示した企業の経営上、営業戦略上の重要な情報であり、これを開示した場合、
他の者に経営上の情報を知られることになり、当該企業の競争上及び事業運営上
の地位が損なわれると認められるため
（７条６号）
シールド機器に係る積算根拠資料の見積資料内の見積価格の評価内容は、見積精
査の経過やその算定式を開示した場合、今後当局が行う同種の見積において、見
積会社の思惑等により見積金額の高止まりを招く等、適切な単価設定に支障を生
じると認められるため

水道局西部
建設事務所
工事第二課

49 H29.4.25 H29.5.9

朝霞市膝折地内から練馬区大泉学園町四丁目地内間
間送水管（2600mm）用立坑築造工事に関する仮設材
賃料相当額内訳表、工程表、工程算出表、マンロッ
ク用酸素呼吸装置の単価根拠、数量計算書及び高圧
電力基本料金の算出根拠資料

172 1 1

（７条３号）
設計積算の根拠図書名は、引用元書籍情報を公表すると、資料出版元の事業運営
の根幹である刊行物の販売収入の減少を招き、ひいては当該出版元の調査研究活
動に悪影響を及ぼすなど、当該出版元の競争上及び事業運営上の地位が損なわれ
ると認められるため

水道局西部
建設事務所
工事第二課
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50 H29.4.25 H29.5.9

朝霞浄水場から朝霞市膝折地内間間送水管
（2600mm）用立坑築造工事に関する仮設材賃料相当
額内訳表、工程表、工程算出表、マンロック用酸素
呼吸装置の単価根拠、数量計算書及び高圧電力基本
料金の算出根拠資料

226 1 1

（７条３号）
設計積算の根拠図書名は、引用元書籍情報を公表すると、資料出版元の事業運営
の根幹である刊行物の販売収入の減少を招き、ひいては当該出版元の調査研究活
動に悪影響を及ぼすなど、当該出版元の競争上及び事業運営上の地位が損なわれ
ると認められるため

水道局西部
建設事務所
工事第二課

51 H29.4.25 H29.5.9

練馬区大泉学園町四丁目地内から同区石神井台一丁
目地内間送水管（2600㎜）用立坑築造工事の仮設材
賃料相当額内訳書、工程表・工程算出表、マンロッ
ク用酸素呼吸装置の単価根拠資料、数量計算書及び
高圧電力基本料金の算出根拠資料

145 1 1

（７条３号）
設計積算の根拠図書名は、引用元書籍情報を公表すると、資料出版元の事業運営
の根幹である刊行物の販売収入の減少を招き、ひいては当該出版元の調査研究活
動に悪影響を及ぼすなど、当該出版元の競争上及び事業運営上の地位が損なわれ
ると認められるため

水道局西部
建設事務所
工事第一課

52 H29.4.25 H29.5.9

小平市天神町三丁目地内から同市花小金井南町三丁
目地先間導水管（2600㎜）及び外1か所送水管（2000
㎜）用立坑築造工事に関する仮設材賃料相当額内訳
書、工程表・工程算出表、マンロック用酸素呼吸装
置の単価根拠、数量計算書及び高圧電力基 本料金の
算出根拠資料

108 1 1

（７条３号）
設計積算の根拠図書名は、引用元書籍情報を公表すると、資料出版元の事業運営
の根幹である刊行物の販売収入の減少を招き、ひいては当該出版元の調査研究活
動に悪影響を及ぼすなど、当該出版元の競争上及び事業運営上の地位が損なわれ
ると認められるため

水道局西部
建設事務所
工事第二課

53 H29.4.25 H29.5.9

西東京市向台町四丁目地内から小平市天神町三丁目
地内間送水管（2000㎜）用立坑築造工事に関する仮
設材賃料相当額内訳書、工程表・工程算出表、マン
ロック用酸素呼吸装置の単価根拠、数量計算書及び
高圧電力基本料金の算出根拠資料

118 1 1

（７条３号）
設計積算の根拠図書名は、引用元書籍情報を公表すると、資料出版元の事業運営
の根幹である刊行物の販売収入の減少を招き、ひいては当該出版元の調査研究活
動に悪影響を及ぼすなど、当該出版元の競争上及び事業運営上の地位が損なわれ
ると認められるため

水道局西部
建設事務所
工事第二課

54 H29.4.26 H29.5.10
足立区六町一丁目15番地先から同区西加平一丁目9番
地先間配水小管布設替工事に関する工事設計書一式

100 1
水道局東部
第二支所配
水課

55 H29.4.26 H29.5.10
足立区六町一丁目13番地先から同区六町一丁目7番地
先間配水小管布設替工事に関する工事設計書一式

91 1
水道局東部
第二支所配
水課

56 H29.4.26 H29.5.10
中野区鷺宮四丁目23番地先から同区鷺宮三丁目17番
地先間配水小管布設替工事にかかる資源調書

40 1
水道局西部
支所配水課

57 H29.4.27 H29.5.10
葛飾区東堀切二丁目12番地先から同区東堀切二丁目
28番地先間配水小管布設替工事（第2回変更）に関す
る工事設計書一式及び資源調書

270 1
水道局東部
第二支所配
水課

58 H29.4.27 H29.5.10
渋谷区渋谷二丁目1番地先から同区渋谷四丁目4番地
先間舗装復旧工事に関する工事設計書一式

64 1
水道局南部
支所配水第
二課

59 H29.4.27 H29.5.10
砂川中部浄水所から拝島給水所間送水管（2000㎜）
トンネル内配管設計委託に関する工事設計書一式

22 1

水道局多摩
水道改革推
進本部施設
部工務課
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60 H29.4.27 H29.5.10

朝霞市膝折地内から練馬区大泉学園町四丁目地内間
送水管（2600㎜）用トンネル築造工事に関する当初
設計における工程表、シールド機器に係る工場制作
単価、損料等設計単価に係る内訳、電力量及び電力
基本料金の算定根拠、仮設材賃料相当加算額の算定
根拠、管理費区分チェックリスト、シールド掘進及
び覆工における工程算出根拠

7 1 1 1

（７条３号）
シールド機器に係る積算根拠資料の見積資料内の各社の見積金額は、その金額を
提示した企業の経営上、営業戦略上の重要な情報であり、これを開示した場合、
他の者に経営上の情報を知られることになり、当該企業の競争上及び事業運営上
の地位が損なわれると認められるため
（７条６号）
シールド機器に係る積算根拠資料の見積資料内の見積価格の評価内容は、見積精
査の経過やその算定式を開示した場合、今後当局が行う同種の見積において、見
積会社の思惑等により見積金額の高止まりを招く等、適切な単価設定に支障を生
じると認められるため
（７条３号）
管理費区分チェックリストの形状名は、該当開示請求者に対して当該部分を開示
した場合、当該部分に記載された当該受入先名称と内訳明細書とを照らし合わせ
ることで受入先の価格設定情報を知られることとなり当該企業の競争上及び事業
運営上の地位が損なわれると認められるとともに、当局への信頼が損なわれ、今
後の設計者の単価設定業務に支障となることも想定されるため

水道局西部
建設事務所
工事第二課

61 H29.4.27 H29.5.10
和田堀給水所土留及び土工事に関する当初設計にお
ける工程表、資源調書、管理費区分チェックリス
ト、仮設鋼材集計表及び解析等業務費

10 1 1

（７条３号）
資源調書の登録名称・形状寸法名及び管理費区分チェックリストの形状名は、当
該部分に記載された企業名称と内訳明細書とを照らし合わせることで、当該企業
の価格設定情報を知られることとなり、当該企業の競争上及び事業運営上の地位
が損なわれると認められるとともに、当局への信頼が損なわれ、今後の設計者の
単価設定業務に支障となることも想定されるため

水道局西部
建設事務所
工事第二課

62 H29.4.27 H29.5.10
検査成績評定表、検査成績評定項目別評定表（土
木）

3 1
水道局経理
部出納課

63 H29.4.27 H29.5.11

江戸川区東葛西五丁目57番地先から同区東葛西四丁
目58番地先間配水小管布設替工事の工事成績評定通
知書、工事成績評定表及び工事成績評定項目別評定
表

28 1 1
（７条２号）
委託業者の担当者の氏名は、特定の個人を識別することができる情報であるため

水道局東部
第一支所配
水課

64 H29.4.27 H29.5.11

平成29年3月16日付けで依頼した渋谷代官山Ｒプロ
ジェクト事業に伴う配水小管布設替工事（φ100）に
関する工事調書、材料積算通知書、計算結果一覧
表、本案件で使用した平成28年度小規模工事の調査
費単価及び平成28年度断水費〈断水費その6〉単価

10 1
水道局南部
支所配水第
二課

65 H29.4.28 H29.5.11

（1）国立市矢川三丁目地先から同市泉一丁目地先間
配水本管（400mm）新設工事に関する工事設計書一式

（2）国立市谷保6920番地先から同市谷保7159番地先
間配水本管（400mm）新設工事に関する工事設計書一
式

880 1

水道局多摩
水道改革推
進本部施設
部工務課

66 H29.4.28 H29.5.11
深大寺浄水所整備工事に関する内訳書及び内訳明細
書

302 1

水道局多摩
水道改革推
進本部施設
部工務課
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67 H29.4.28 H29.5.11
東村山市秋津町三丁目12番地先から同市秋津町三丁
目42番地先間配水小管布設替及び新設工事に関する
資源調書

37 1
水道局立川
給水管理事
務所工務課

68 H29.5.2 H29.5.12 平成29年度仮配管工設計単価表（平成29年4月1日） 2 1
水道局給水
部配水課

69 H29.5.12 H29.5.15

①平成29年度東村山浄水場生物活性炭吸着池粒状活
性炭引抜き及び再生工事
②平成29年度三郷浄水場生物活性炭吸着池粒状活性
炭引抜き及び再生工事

①、②の最低制限価格調書

2 1
水道局経理
部契約課

70 H29.5.11 H29.5.15

①平成29年度東村山浄水場生物活性炭吸着池粒状活
性炭引抜き及び再生工事
②平成29年度三郷浄水場生物活性炭吸着池粒状活性
炭引抜き及び再生工事

①、②の最低制限価格調書

2 1
水道局経理
部契約課

71 H29.5.1 H29.5.15
港区芝二丁目7番地先から同区芝二丁目26番地先間配
水小管布設替工事に関わる数量計算書

81 1 1
（７条２号）
仮配管工数量集計表における受託者の代理人及び主任技術者の氏名及び印影は、
特定の個人を識別できる情報であるため

水道局中央
支所配水課

72 H29.5.1 H29.5.15 平成29年度設計単価表　平成29年4月1日 451 1 1

（７条３号）
平成29年度設計単価表　平成29年4月1日　の一部の単価は、公表すると、資料出
版元の事業運営の根幹である刊行物の販売収入の減少を招き、ひいては当該法人
の調査研究活動に悪影響を及ぼすなど、当該法人の競争上及び事業運営上の地位
が損なわれるため
(７条３号）
平成29年度設計単価表　平成29年4月1日　の図-1から図-16までの縦軸の目盛り
は、公表すると賃料単価の推測が可能となり、結果として、資料出版元の事業運
営の根幹である刊行物の販売収入の減少を招き、ひいては当該法人の調査研究活
動に悪影響を及ぼすなど、当該法人の競争上及び事業運営上の地位が損なわれる
ため

水道局建設
部技術管理
課

73 H29.5.2 H29.5.15
八王子市中野上町四丁目28番地先から同市中野上町
四丁目30番地先間配水小管布設替及び新設工事に関
する工事設計書一式、現場説明書及び図面

54 1
水道局多摩
給水管理事
務所工務課

74 H29.5.2 H29.5.15
品川区東品川二丁目6番地先から同区東品川三丁目9
番地先間配水本管（800～500mm）布設替工事の第3回
変更に関する工事設計書一式

124 1
水道局南部
支所配水第
一課

75 H29.5.2 H29.5.15

柴崎浄水所から立川市羽衣町三丁目地先間送水管布
設設計委託に関する設計成果品のうち、詳細設計図
(配筋図を除く。)、数量計算書、施工計画書(仮設備
計画を含む。)及び工事工程計画

0 1
当該委託は完了しておらず、設計成果品が存在しないため、対象公文書不存在に
よる非開示とする。

水道局多摩
水道改革推
進本部施設
部工務課
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76 H29.5.8 H29.5.16
金町浄水場送配水ポンプ所(仮称)場内連絡管新設工
事(第6回変更)に関する工事設計書一式

351 1
水道局東部
建設事務所
工事第二課

77 H29.5.17 H29.5.18

①平成29年度東村山浄水場生物活性炭吸着池粒状活
性炭引抜き及び再生工事
②平成29年度三郷浄水場生物活性炭吸着池粒状活性
炭引抜き及び再生工事

①、②の最低制限価格調書算定書

2 1
水道局経理
部契約課

78 H29.5.16 H29.5.18
江戸川区松江六丁目地先から同区船堀六丁目地先間
外2か所配水本管（1200㎜）既設管内配管工事の最低
制限価格調書

1 1
水道局契約
課

79 H29.5.8 H29.5.18
東大和市南街六丁目1番地先から同市南街五丁目41番
地先間配水小管布設替及び新設工事に関する工事設
計書一式及び資源調書

334 1
水道局立川
給水管理事
務所工務課

80 H29.5.8 H29.5.18
朝霞浄水場水酸化ナトリウム貯蔵槽（1号）補修工事
に関する金額入りの工事設計書一式

27 1
水道局朝霞
浄水管理事
務所庶務課

81 H29.5.9 H29.5.19
（1）用地管理図

（2）境界確認書（添付書類：土地境界図）
6 1 1 1

（７条２号）
近隣居住者の氏名は、特定の個人を識別することができる情報であるため
（７条４号）
所有者印影及び作成者印影は、公にすることにより、偽造等で財産が脅かされる
おそれがあるため

水道局経理
部管理課

82 H29.5.10 H29.5.19
板橋区舟渡四丁目地先配水本管（700㎜）布設替工事
に係る工事設計書一式

198 1
水道局西部
建設事務所
工事第一課

83 H29.5.10 H29.5.19
葛飾区西亀有二丁目地先から同区西亀有三丁目地先
間配水本管（700mm・600mm）布設替工事に関する工
事設計書一式

414 1
水道局東部
建設事務所
工事第一課

84 H29.5.10 H29.5.19

（1）練馬区石神井台一丁目地内から上井草給水所間
送水管（2600㎜）用立坑築造及びトンネル築造工事
（第1回変更）に関する工事設計書一式

（2）練馬区石神井台一丁目地内から上井草給水所間
送水管（2600㎜）用立坑築造及びトンネル築造工事
（第2回変更）に関する工事設計書一式及び設計変更
図

455 1
水道局西部
建設事務所
工事第一課

85 H29.5.9 H29.5.19
立川市高松町一丁目10番地先から同市高松町二丁目6
番地先間配水小管布設替工事に関する工事設計書一
式

82 1
水道局立川
給水管理事
務所工務課



月
整
理
番
号

請　求
年月日

決　定
年月日

公文書の件名
総
枚
数

開
示

一
部
開
示

非
開
示

不
存
在

存
否
応
答
拒
否

1
号

2
号

3
号

4
号

5
号

6
号

7
号

8
号

9
号

非開示理由等
所管局部課

等

決定区分 （根拠規定）条例７条

86 H29.5.10 H29.5.19
江北給水所(仮称)ポンプ棟築造工事に関する工事設
計書一式

422 1
水道局東部
建設事務所
工事第二課

87 H29.5.8 H29.5.22

（1）西東京市下保谷五丁目地先から同市東町一丁目
地先間配水本管（400㎜）新設工事に関する仮設材運
搬の数量の計算根拠及び計算式がわかるもの

（2）調布市国領町八丁目地先から同市菊野台二丁目
地先間配水本管(400㎜)新設工事に関する仮設材運搬
の数量の計算根拠及び計算式がわかるもの

（3）東村山市恩多町一丁目地先から東久留米市下里
四丁目地先間配水本管(500㎜)新設工事に関する仮設
材運搬の数量の計算根拠及び計算式がわかるもの

（4）武蔵村山市榎一丁目地先から同市学園五丁目地
先間外１か所配水本管(400㎜)新設及び撤去並びに配
水小管布設替工事に関する仮設材運搬の数量の計算
根拠及び計算式がわかるもの

11 1

水道局多摩
水道改革推
進本部施設
部工務課

88 H29.5.9 H29.5.23
港区海岸三丁目地先配水本管（800mm）布設替及び配
水小管布設替工事に関する施工代価表

460 1
水道局東部
建設事務所
工事第一課

89 H29.5.9 H29.5.23
大船ポンプ所(仮称)築造及び送水管(700㎜)新設工事
に関する完成図

161 1 1 1 1

（７条４号）
受注者の印影は、偽造等により財産が脅かされるおそれがあるため
（７条２号）
現場代理人の氏名及び印影、配水管工の氏名及び受講履歴並びに登録番号、給水
装置主任技術者の氏名及び免状番号は、個人に関する情報で特定の個人を識別で
きる情報であるため
（７条３号）
参考資料名は、公表すると資料出版元の刊行物の販売収入の減少を招き、ひいて
は当該法人の調査研究活動に影響を及ぼすなど、当該法人の事業運営上の地位が
損なわれるため

水道局多摩
水道改革推
進本部施設
部工務課

90 H29.5.12 H29.5.23
台東区小島二丁目地先から千代田区東神田三丁目地
先間配水本管（1100mm）既設管内配管工事（第8回変
更）に関する工事設計書一式及び資源調書

202 1
水道局東部
建設事務所
工事第一課

91 H29.5.16 H29.5.23

江戸川区松江六丁目地先から同区船堀六丁目地先間
外2か所配水本管(1200mm)既設管内配管工事に関する
電気基本料金の単価及び数量算出根拠、管財費用算
出根拠及び工期540日間の算出根拠

3 1
水道局東部
建設事務所
工事第二課

92 H29.5.11 H29.5.23
多摩北部給水所(仮称)仮設及び土工事に関する管理
費区分チェックリスト

2 1 1

（７条３号）
管理費区分チェックリストに記載の建設副産物搬出先会社名は、公表すると他の
者に搬出先企業の経営上の情報が知られることになり、当該企業の競争上及び事
業運営上の地位が損なわれるため

水道局多摩
水道改革推
進本部施設
部工務課
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93 H29.5.11 H29.5.23
王子給水所（仮称）配水池築造工事に関する管理費
区分チェックリスト

3 1 1
（７条３号）
建設廃棄物の民間受入施設名称は、公表すると搬出先企業の経営情報が知られる
こととなり、競争上及び事業運営上の地位が損なわれると認められるため

水道局東部
建設事務所
工事第一課

94 H29.5.11 H29.5.23
和田堀給水所土留及び土工事に関する管理費区分
チェックリスト

4 1 1

（７条３号）
管理費区分チェックリストの形状名は、当該部分に記載された企業名称と内訳明
細書とを照らし合わせることで、当該企業の価格設定情報を知られることとな
り、当該企業の競争上及び事業運営上の地位が損なわれると認められるととも
に、当局への信頼が損なわれ、今後の設計者の単価設定業務に支障となることが
想定されるため

水道局西部
建設事務所
工事第二課

95 H29.5.24 H29.5.24
平成28年度長沢浄水場ろ過池更生作業の最低制限価
格算定書

1 1
水道局経理
部契約課

96 H29.5.16 H29.5.25
東久留米市中央町二丁目11番地先から同市中央町一
丁目6番地先間外1か所配水小管布設替及び新設工事
に関する工事設計書一式

369 1 1
（７条２号）
工事設計書内の委託業者担当者氏名は、個人に関する情報で特定の個人を識別で
きる情報であるため

水道局立川
給水管理事
務所工務課

97 H29.5.12 H29.5.26
足立区立北宮城町公園内小規模応急給水施設築造工
事に関する内訳明細書、代価明細書、特記仕様書及
び図面

179 1
水道局給水
部配水課

98 H29.5.12 H29.5.26
足立区立北宮城町公園内小規模応急給水施設築造工
事（第2回変更）に関する工事設計書一式及び設計変
更図

141 1
水道局東部
第二支所配
水課

99 H29.5.12 H29.5.26
台東区立隅田公園内小規模応急給水施設築造工事に
関する内訳明細書、代価明細書、特記仕様書及び図
面

189 1
水道局給水
部配水課

100 H29.5.12 H29.5.26
台東区立隅田公園内小規模応急給水施設築造工事
（第2回変更）に関する工事設計書一式及び設計変更
図

78 1
水道局中央
支所配水課

101 H29.5.12 H29.5.26
清瀬市震災対策用小規模応急給水施設築造工事に関
する工事設計書一式及び図面

186 1
水道局立川
給水管理事
務所工務課

102 H29.5.12 H29.5.26
町田市三輪緑山三丁目21番地内（市立三輪中央公
園）震災対策用小規模応急給水施設（100m3槽）築造
工事に関する工事設計書一式及び図面

201 1
水道局多摩
給水管理事
務所工務課

103 H29.5.18 H29.5.29

「配水管小規模整備工事請負単価契約」及び「給水
管整備及び取り出し工事請負単価契約」の2契約にお
ける東部第一支所及び東部第二支所を主たる履行区
域とする各者の平成29年度契約に関わる技術評価点
等内訳
「小中口径メータ引換工事等請負単価契約」におけ
る東部第一支所を主たる履行区域とする各者の平成
29年度契約に関わる技術評価点等内訳

20 1
水道局給水
部給水課
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104 H29.5.18 H29.5.30

町田市本町田2048番地先から同市本町田2141番地先
間配水本管(700mm～500mm）布設替及び新設工事（第
1回設計変更から第5回設計変更まで）に関する工事
設計書一式

733 1 1
（７条２号）
工事設計書の委託業者担当者名は、特定の個人を識別できる情報であるため

水道局多摩
水道改革推
進本部施設
部工務課

105 H29.5.19 H29.5.30
町田市三輪町305番地先から同市三輪町1079番地先間
外1か所配水本管(400mm)新設工事に関する工事設計
書一式

545 1

水道局多摩
水道改革推
進本部施設
部工務課

106 H29.5.29 H29.5.30

①平成29年度東村山浄水場生物活性炭吸着池粒状活
性炭引抜き及び再生工事（平成29年5月11日開札）
②平成29年度東村山浄水場生物活性炭吸着池粒状活
性炭引抜き及び再生工事（平成29年4月5日開札）
③平成29年度三郷浄水場生物活性炭吸着池粒状活性
炭引抜き及び再生工事

①～③の最低制限価格調書

3 1
水道局経理
部契約課

107 H29.5.19 H29.5.31
世田谷区玉川田園調布一丁目5番地先から大田区田園
調布二丁目37番地先間配水小管布設替工事に関する
工事設計書一式

325 1
水道局南部
支所配水第
一課

108 H29.5.19 H29.5.31
世田谷区駒沢二丁目60番地先から同区野沢二丁目34
番地先間配水小管布設替工事に関する工事設計書一
式

498 1
水道局南部
支所配水第
二課

109 H29.5.19 H29.5.31
世田谷区池尻一丁目6番地先から目黒区五本木一丁目
19番地先間配水小管布設替工事に関する工事設計書
一式

572 1
水道局南部
支所配水第
二課

※公文書の件名内の「工事設計書一式」とは「①工事設計書②説明書③工事総括数量表④総括書⑤工種別総括書⑥内訳書⑦内訳明細書⑧代価明細書⑨共通仮設費・イメージアップ経費算出表⑩諸経費算出表⑪管弁類材料集計表（表紙）⑫管弁類材料工種別総括
書⑬管弁類材料内訳書⑭給水管類材料内訳明細書⑮特記仕様書」のいずれか(複数)を含む。

表の見方

＜決定区分＞

・開示、一部開示、非開示（開示しない）、不存在（文書が存在しない）、存否応答拒否（文書があるかないかを明らかにしない）のうち、該当する項目に「１」を記入しています。

＜（根拠規定）条例7条＞

・一部開示及び非開示について、条例７条各号のいずれを根拠として非開示としたのかについて、該当する項目に「１」を記入しています。

＜公文書の件名＞について

・特定の個人名、法人名、またそれらの特定に結びつく可能性のある情報は○○と表記しています。


